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一般会計予算書 



 



議案第８号 

 

令和７年度南信州広域連合一般会計予算（案） 

 

令和７年度南信州広域連合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,619,600千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起

債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条  地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、200,000 千円

と定める。 

 

令和７年２月 12日提出 

 

南信州広域連合 

広域連合長  佐 藤  健 

 







第２表  地 方 債 

 

起  債  の  目  的 限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法 

 

 

 ごみ中間処理施設 

 桐林クリーンセンター解体 

 

千円 

672,000  

 

 

普通貸借 

又    は 

証券発行 

 

4.5％以内 

（ただし、利率

見直し方式につ

いては、当該見

直し後の利率） 

 

政府資金及び地方

公共団体金融機構資

金についてはその融

通条件により、銀行そ

の他の場合にはその

債権者と協議する。 

ただし、財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは

借換えすることがで

きる。 

 

計 672,000     

 



 

 

令和７年度 

 

南信州広域連合 

一般会計予算説明書 



 

















































































附表１

１　特　別　職

（１）総　括

（２）特別職報酬等  （単位：円）

給　与　費　明　細　書

給　与　費

（単位：千円）

前年度 同　上 同　上 同　上

区　分 議　長

本年度 28,000 25,000 22,000

副議長

本年度 35,000 32,000 28,000 32,000

同　上 同　上 同　上

議　員

前年度 同　上

区　分 広域連合長 副広域連合長 市町村長

比

較

計

副管理者

議　員

その他
特別職

0

0

435

議　員

その他
特別職

長　等 0

前

年

度

長　等

計 148

435

738

23,820

22,647

435

738

20,630

21,803

1 436

738

20,630

21,804

435

21,803

共済費 合計

本

年

度

長　等

議　員

その他
特別職

計

15

33

100

期末手当
その他の

手当
計

区　分 人　数
報　酬 給　料

738

0

148

15

33

100

△ 2,017

△ 2,017

0

20,630

738

22,647

23,820

0

0

1

1

0

1

0

0

△ 2,017

△ 2,017

0

0

△ 2,017

△ 2,017

436

738

22,647

23,821



２　一　般　職

（１）総　括

　　ア　常勤の職員

　　イ　アに係る給料及び職員手当の増減額の明細

・職員数の異動状況
令和７年４月１日 22人
（本年度予算計上人数）
令和６年４月１日 22人
増減数 0人

給
料

1,076 給与改定に伴
う増減分

1804 令和６年人事院勧告によ
る改定(平均改定率
3.0％)

昇給に伴う増
加分

173

職員の異動等に係る増減
分

その他の増減
分

0 324

△ 901

（単位：千円）

315

3153,048

582

（単位：千円）

1,266

特殊勤務手当

142,391

住居手当

92,071

90,995

1,076

51,586

給　　与　　費

比　較

2,190

16,366

期末手当

△ 155

勤勉手当

比　較

1,496

6,967

区
分

増減額 増減事由別内訳

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

△ 306

扶養手当

21,950

0

前年度

0

本年度

本年度

△ 858

管理職手当

前年度

区　分

区　分
給　料 職員手当 計

共済費等

1,496

前年度

比　較

22

22

職員数（人）

本年度

15,784

給与条例第７条による昇
給分

備　　考説　明

21,347

190

1,210

603

・実質改定率 1.97%

合　計

923

51,396 30,023

174,129

449

通勤手当

143,657

時間外勤務手当

7,2911,055

172,414

1,229

30,472

1,715

・平均昇給率 0.75%
・昇給人数 18人



(3)通勤手当　　　

※市町村派遣職員は派遣元市町村の規定による。

　　ウ　会計年度任用職員 （　）内はパートタイム会計年度任用職員数（外数）

　　エ　ウに係る給料、報酬及び職員手当の増減額の明細

給
料

勤勉手当

フルタイム会計年度任用職員１人の
皆増
　令和７年４月１日　　１人

2,202 フルタイム会
計年度任用職
員の皆増

2,202 フルタイム会計年度任用職
員の皆増

制度改正に伴
う増減分 4,897

27,634

（単位：千円）

備　　考説　明

3,332

21,419

職
員
手
当

4,897

2,290 9,389

3,966本年度

2,010

・実質改定率

618 パートタイム会計年度任用職員数の
異動状況
　令和７年４月１日 　８人
　（本年度予算計上人数）
　令和６年４月１日　 ９人
　増減数　　　　　 △１人

（単位：千円）

3,332

期末手当

11.67%

パートタイム会計年度任用
職員の異動等に係る増減分

1,565

4,897

報酬額変更に伴う期末手当の増額及
び勤勉手当の皆増

3,174

11,399

パートタイム会計年度任用
職員の報酬額改定に係る増
減分

区　分 勤勉手当期末手当

1,6722,290

その他の増減
分

0

3,332比　較

前年度

1,565

制度改正に伴
う増減分

2,202
１(△1)

※報酬には通勤手当、時間外勤務手当を含む。

前年度

報
　
酬

区
分

増減額 増減事由別内訳

１(8)

2,401

本年度

(9)

比　較

職
員
手
当
の
内
訳

15,844 2,401

2,202

0

7,29818,134

18,245

区　分 職員数（人）
給　　与　　費

共済費等

5,184

合　計
報　酬 給　料 計

32,818

職員手当

△ 858

199

△ 155

(6)勤勉手当

918 令和６年人事院勧告による
改定

(4)時間外勤務手当
324

(5)期末手当

その他の増減
分

△ 728 (1)扶養手当

(2)住居手当
△ 306

68

期末手当
535

・年間支給率の引上げ
　（2.45月 → 2.50月）

勤勉手当

区
分

増減額 増減事由別内訳 説　明 備　　考

・年間支給率の引上げ
　（2.05月 → 2.10月）383

職

員

手

当

190 制度改正に伴
う増減分



（２）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給料

　　イ　初任給（令和７年１月１日現在）

　　ウ　級別職員数

※職員数には特定任期付職員を含めない。

（級別の標準的な職務内容）

※市町村派遣職員は派遣元市町村の規定による。

課　長
事務長

区　分 ６級

区　分

一般行政職
主　事
技　師

一般行政職

１級 ５級

課長補佐
事務長補佐

事務局長
参　　事

８級の職務で
広域連合長の
定める職務

指導主事
指導技師

主　査
技　査

係　　長
専門主査
専門技査

７級の職務で
広域連合長の
定める職務

２級 ３級 ４級

９級７級 ８級

21 100.0

1 4.8

１級 1 4.8

２級

5 23.7

３級 6 28.6

４級

2 9.5

５級 6 28.6

６級

９級

2 9.5２級

計

１級 1 4.8

計 21 100.0

４級 4 19.0

３級 5 23.8

６級 2 9.5

５級 7 33.4

職員数
 (人)

構成比
 (%)

令和６年
  １月１日現在

８級

７級７級
令和７年
   １月１日現在

職員数
 (人)

構成比
 (%)

９級

８級

一般行政職 区　分 一般行政職

220,000

令和６年１月１日現在
平均給料月額（円）

220,000

188,000

区　分

初　　　級

平均年齢（歳）

47.4

（単位：円）

上　　　級

48.2

344,112

一般行政職

令和７年１月１日現在

区　　　分

平均年齢（歳）

338,191

平均給料月額（円）

区　　　分
南信州広域連合の制度

一般行政職

国の制度

一般行政職

188,000



　　エ　昇給

※市町村派遣職員は派遣元市町村の規定による。

※職員数には特定任期付職員を含めない。

　　オ　期末手当・勤勉手当 　　（　　）内は再任用職員の支給率

※市町村派遣職員は派遣元市町村の規定による。

有 左のうち2.05月分は勤勉手当

備　考

前年度 2.250(1.175) 2.250(1.175)

2.300(1.250)

12月

4.600(2.500)

4.500(2.350)

支給率計区　分

支給期別支給率（月分）

６月

本年度 2.300(1.250) 有 左のうち2.10月分は勤勉手当

２号給　（人）

21

国の制度 2.300(1.250) 2.300(1.250)

85.7

4.600(2.500)

職務上の段階、職務の
級等による加算措置

有 左のうち2.10月分は勤勉手当

４号給　（人）

５号給　（人）

2 2

2 2

（Ｂ）　（人）

（％）

比率（Ｂ）／（Ａ）

職員数 （Ａ）　（人）

昇給に係る職員数 18 18

職員数

３号給　（人）

１号給　（人）

２号給　（人）

３号給　（人）

18

（％）

12号給　（人）

21

代表的な職種

一般行政職

16

18（Ｂ）　（人）

区　　分 合　計

４号給　（人）

５号給　（人）

６号給　（人）

16

（Ａ）　（人） 21

昇給に係る職員数

前年度

本年度

85.7 85.7

16 16

号給数別内訳

号給数別内訳

６号給　（人）

比率（Ｂ）／（Ａ） 85.7

12号給　（人）

１号給　（人）

21



　　カ　定年退職及び早期退職に係る退職手当

※市町村派遣職員は派遣元市町村の規定による。

　　キ　特殊勤務手当

　　ク　その他の手当

※市町村派遣職員は派遣元市町村の規定による。

通勤手当 同

住居手当 同

区　分
国の制度と
の異 同

差　 異 　の 　内 　容

扶養手当 同

区　分

給料総額に対する比率 0.34%

支給対象職員の比率
（令和７年１月１日現在）

27.27%

代表的な手当の名称 処理現場手当・危険作業手当

支給率等

定年前早期
退職特例措置
（2%～45%
加算）

区　　分 一般行政職

24.586875 33.27075 47.709 47.709 同

20年勤続
の者(月数)

25年勤続
の者(月数)

35年勤続
の者(月数)

最高限度
 （月分）

国の制度
との異同

差異の内容
その他の

加算措置等



附表２ 
                          債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の
                          又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 令 和 ７ 年 度 以 降

事                      項

期  間

年度

82,000

　桐林クリーンセンター解体事業 897,700 ６ 0

　稲葉クリーンセンター施設運営事業 9,514,800 29～６ 2,085,734

千円 千円

　要介護認定支援システム電子計算機器等借上事業 ６ 0

　要介護認定支援システム構築業務委託

令和６年度末までの

限    度    額 支  出(見  込) 額

金      額

23,045 ６ 0



に つ い て の 令 和 ６ 年 度 末 ま で の 支 出 額
の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

期  間

年度

７ 672,000897,700 47,428 178,272

７～19 7,429,066 7,429,066

千円 千円 千円 千円 千円

７～12 82,000 82,000

令和７年度以降の 左      の      財      源      内      訳

支 出 予 定 額 特       定       財       源
一 般 財 源

金      額 国県 支出金 地  方  債 そ  の  他

23,045７ 23,045



附表３ 

1 普　　通　　債 3,693,006 3,194,524 672,000 483,472 3,840,052

(1)
ご み 処 理 施 設
ﾘ ｻ ｲ ｸ ﾙ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 7,971

(2)
ご み 処 理 施 設
旧 焼 却 場 解 体 分 7,069

(3)
ごみ中間処理施設
稲 葉 ｸﾘ ｰ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 3,199,916 2,807,793 392,123 2,415,670

(4)
産 業 振 興 と
人 材 育 成 の 拠 点 478,050 386,731 91,349 295,382

(5)
事 務 セ ン タ ー 等
施 設 管 理 76,700 76,700

(6)
ごみ中間処理施設
桐 林 ク リ ー ン
セ ン タ ー 解 体

380,300 672,000 1,052,300

3,693,006 3,651,524 672,000 483,472 3,840,052

千円 千円

  地方債の令和５年度末における現在高並びに令和６年度末

及び令和７年度末における現在高の見込みに関する調書

区        分
令和５年度末
現    在    高

令和６年度末
現在高見込額

令和７年度中増減見込み
令和７年度末
現在高見込額令和７年度中

起債見込額
令和７年度中

元金償還見込額

合　　　　計

千円 千円 千円



 



附表４

　　令和７年度　南信州広域連合一般会計市町村負担金内訳一覧表

市町村名
一般

経費分
児童

手当分
※産業振
興整備

※産業振
興管理

※産業振
興公債費

調整

※産業
センター

調査研究
プロジェ
クト事業

地域
公共
交通

一般
経費分

介護
認定

審査会

老人
ホーム等
入所調整

※在宅
医療

飯田市 85,719 19,304 52,135 36,419 13,219 4,920 3,307 3,354 560 40,283 815 437

松川町 12,028 2,709 3,104 2,168 464 471 79 5,492 114 62

高森町 12,429 2,799 2,414 1,686 480 487 81 5,304 118 64

阿南町 4,538 1,022 506 353 175 178 30 2,733 43 24

阿智村 6,277 1,414 1,723 1,203 242 246 41 3,548 60 32

平谷村 1,462 329 62 43 56 58 10 915 14 8

根羽村 1,730 390 176 123 67 68 11 1,166 16 9

下條村 4,003 902 1,028 718 155 157 26 2,420 38 21

売木村 1,462 329 63 45 56 58 10 1,041 14 8

天龍村 1,997 450 104 73 77 78 13 1,856 19 11

泰阜村 2,265 510 132 93 88 89 15 1,542 21 12

喬木村 6,143 1,383 1,156 807 237 241 40 3,172 58 32

豊丘村 6,678 1,504 1,629 1,138 258 262 44 2,984 63 35

大鹿村 1,864 420 188 131 72 73 12 1,292 18 10

合　計 148,595 33,465 64,420 45,000 13,219 4,920 5,734 5,820 972 73,748 1,411 765

321,173

事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費
均等割
10％

均等割
10％

均等割
10％

均等割
10％

均等割
10％

均等割
15％

均等割
10％

均等割
10％

人口割
90％

人口割
90％

人口割
90％

人口割
90％

人口割
90％

申請者数
割85％

人口割
90％

人口割
90％

※産業振興整備　　→ 産業振興と人材育成の拠点整備事業（Ⅲ～Ⅳ期工事連合債の公債費）

※産業振興管理　　→ 産業振興と人材育成の拠点施設管理負担金（指定管理経費分）

※産業振興公債費調整　　→ 産業振興と人材育成の拠点整備事業（Ⅱ期工事公債費）

※産業センター　　→ （公財）南信州・飯田産業センター事業負担金

※信大共同研究講座　　→ 信州大学共同研究講座コンソーシアム事業

※在宅医療　　→ 在宅医療・介護連携推進事業費

負担割合
飯田市
のみ

飯田市
のみ

町村会Ｈ
28予算算
出による

町村会Ｈ
28予算算
出による

総務費等負担金

総務費負担金

民生費負担金

【参照】



（単位：千円）

市町村
審査会

相談
支援

事業費

障がい
者支援
事業分

診療情報
連携シス
テム事業

診療情報
連携シス
テム事業
利用料

看護師等
確保対策

事業

ごみ処理
事業

稲葉ＣＣ

し尿処理
事業飯田
竜水園

負担金計
①

前年度
負担金

②

比　較
①－②

1,298 24,726 3,808 24,993 379 1,825 347,824 102,942 768,267 712,607 55,660

236 2,153 534 3,507 52 256 58,835 43,049 135,313 138,138 △ 2,825

162 3,344 552 3,623 50 265 52,207 27,093 113,158 105,733 7,425

107 780 201 1,323 26 97 20,470 32,606 32,054 552

144 1,647 279 1,830 34 134 26,652 45,506 43,069 2,437

28 491 65 426 9 32 7,434 11,442 12,801 △ 1,359

57 1,575 77 504 12 37 6,018 7,396 △ 1,378

82 1,575 178 1,167 23 86 17,850 30,429 28,937 1,492

35 491 65 426 10 32 7,854 11,999 13,391 △ 1,392

78 599 89 582 18 43 10,349 16,436 17,413 △ 977

28 780 100 660 15 49 10,406 16,805 17,758 △ 953

144 1,791 273 1,791 30 131 27,758 14,529 59,716 58,397 1,319

186 1,972 296 1,947 29 142 28,992 16,494 64,653 60,893 3,760

71 563 83 543 13 40 8,562 8,896 22,851 25,403 △ 2,552

2,656 42,487 6,600 43,322 700 3,169 625,193 213,003 1,335,199 1,273,990 61,209

175,830 衛生費負担金 838,196

事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 事業費 運営費 運営費
均等割
15％

均等割
15％

均等割
10％

均等割
10％

均等割
15％

均等割
10％

均等割
15％

均等割
13％

負担金計
(除交付税)

負担金計
(除交付税)

差額

申請者数
割85％

相談件数
割85％

人口割
90％

人口割
90％

申請者数
割85％

人口割
90％

利用実績
割85％

利用実績
割87％

1,335,199 1,273,990 61,209

公債費 公債費
交付税分計 交付税分計 差額

稲葉ＣＣ　→ 稲葉クリーンセンター
均等割
10％

均等割
10％

187,972 193,535 △ 5,563

人口割
70％

人口割
70％

負担金総計
(含交付税)

負担金総計
(含交付税)

差額

実績割
20％

実績割
20％

1,523,171 1,467,525 55,646

↑分担金及び負担金合計

産業振興
①

事務Ｃ等
②

稲葉ＣＣ
③

27,607 312 160,053

交付税分　（飯田市のみ）

衛生費負担金

民生費負担金

民生費負担金



 



 

 

令和７年度 

 

南信州広域連合 

南信州広域振興基金特別会計予算書 



 



議案第９号 

 

令和７年度南信州広域連合南信州広域振興基金特別会計予算（案） 

 

令和７年度南信州広域連合の南信州広域振興基金特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 8,600千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。 

 

令和７年２月 12日提出 

 

南信州広域連合 

広域連合長  佐 藤  健 

 







 



 

 

令和７年度 

 

南信州広域連合 

南信州広域振興基金特別会計予算説明書 



 





















 



 

 

令和７年度 

 

南信州広域連合 

飯田広域消防特別会計予算書 



 



議案第10号 

 

令和７年度南信州広域連合飯田広域消防特別会計予算（案） 

 

令和７年度南信州広域連合の飯田広域消防特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

  （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ4,267,000千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。 

  （債務負担行為） 

第２条  地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限

度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

  （地方債） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起

債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

  （一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は､100,000千円 

と定める。 

 

      令和７年２月12日提出 

 

南信州広域連合 

広域連合長  佐 藤  健 

 







第２表　債務負担行為

期　　　　間

千円

限　度　額事　　　　　　　　項

　高機能消防指令システム運用保守業務委託 206,480
　　令和７年度から
　　令和12年度まで



第３表  地 方 債 

 

起  債  の  目  的 限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法 

 消防防災施設整備事業 

  

千円 

1,731,800  

  

   

   

   

   

 

普通貸借 

又    は 

証券発行 

 

4.5％以内 

（ただし、利率

見直し方式につ

いては、当該見

直し後の利率） 

 

政府資金及び地方

公共団体金融機構資

金についてはその融

通条件により、銀行そ

の他の場合にはその

債権者と協議する。 

ただし、財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、又

は繰上償還若しくは

借換えすることがで

きる。 

計 1,731,800     

 



 



 

 

令和７年度 

 

南信州広域連合 

飯田広域消防特別会計予算説明書 



 













































附表１

１　一　般　職

（１）総　括
（単位：千円）

給　与　費
職員数（人）

　　ア　常勤の職員

前年度

15,758

177,719

比　較

△ 26,465

特殊勤務手当

（単位：千円）

前年度

勤勉手当

154,010

01,463 02,345

△ 20,920

給　与　費　明　細　書

区　分

本年度

143,910

10,100

退職手当

0

65,400

△ 65,400

通勤手当 時間外勤務手当

193,477224

管理職員特別
勤 務 手 当

21,040

△ 46,198

△ 155 6,986 △ 17,120

41,227

7,578

期末手当

5,545

32,050 58,347

区　分

13,802 19,139 224

19,733

21,484

20,747

7,578

293

管理職手当

本年度

△ 468

扶養手当

前年度

15,265

15,339

比　較

休日勤務手当

32,538

15,494

夜間勤務手当

39,036

区　分

1,381,809

区　分

223

217

6

職
員
手
当
の
内
訳

本年度

1,639,284

比　較

本年度 541,218 1,355,344814,126

前年度

比　較

33,006

住居手当

給　料 職員手当 計
共済費等 合　計

794,393 587,416

263,020

257,475

1,618,364



　 　　　 　イ　　アに係る給料及び職員手当の増減額の明細

％

％

人

勤勉手当

(4)特殊勤務手当　　　

(5)時間外勤務手当

(6)休日勤務手当　　　

(7)夜間勤務手当　　　

(8)期末手当 

(9)勤勉手当 

829

589

240

696

0

696

1,423 243 1,666
0

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

(2)

比　 較 487 936

974 6,777

前年度 3,791 589 4,380 731 5,111

(2)住居手当

計

(単位：千円)

△ 155

本年度
(2)

区　分 職員数（人）
給　　与　　費

共済費等 合　計

(10)退職手当 
4,604

5,803

　　　  ウ  　会計年度任用職員 (　　) 内はパートタイム会計年度任用職員数(外数)

報　酬 給　料 職員手当

4,278 1,525

勤勉手当

その他の増加分 △ 61,785

1,463

(3)通勤手当　　　

△ 65,400

期末手当

△ 468

293

・時間外勤務手当
　国民保護訓練等の大規模な演習訓練が
終了したことによる減額

・特殊勤務手当
　令和７年度から救急出動手当を支給
　7,000千円予定

・退職手当
　定年の引き上げにより令和７年度は退職
者ゼロ

職

員

手

当

(1)扶養手当

6,986

△ 17,120

△ 46,198 給与条例改定に
伴う増加分

15,587 令和６年人事院勧告に
よる改定

職員数の異動状況
    令和７年４月１日　　 223人
　 　（本年度予算計上人数）
    令和６年４月１日　　 217人
    増減数　　　　　　　　     6人

年間支給率の引上げ
・期末手当（2.45月→2.50月）
・勤勉手当（2.05月→2.10月）

5,496

10,091

昇給に伴う増加
分

3,871 給与条例第７条による
昇給分

・平均昇給率 1.70

212
給

料

19,733 給与条例改定に
伴う増加分

30,786 令和６年人事院勧告に
よる改定(平均改定率
3.0％)

実質改定率

その他の増加分 △ 14,924 職員の異動等に係る増
減分

・昇給人数

区
分

増減額 増減事由別内訳 説　明 備　　考

期末手当

（単位：千円）

4.05

2,345

5,667



　　  　（２）給料及び職員手当の状況

　　　 　　ア　職員１人当たり給料

　　 　　　イ　初任給（令和７年１月１日現在）

9級
8級
7級
6級
5級
4級
3級
2級
1級
計

         （級別の標準的な職務内容）

パートタイム会計年度
任用職員の報酬額改定
に係る増減分

平均改定率　13.20％

その他の増減分

217 100.0

11 5.1
38

2級
81 37.3

年間支給率の引上げはないが、報
酬額変更に伴う増額
勤勉手当の支給追加

17.534

一般行政職

職員数
 (人)

0.5

1級 35 16.1
17.5

39 18.0

4級

計 217 100.0

42 19.4

15.7

1
9 4.1

5級 18

区　分

8.3

0.5

職員数
 (人)

一般行政職

構成比
 (%)

令和６年
   1月1日現在

8級
7級

35.9

1
6級

78

9 4.1

9級

その他の増減分

令和７年1月1日現在

上　　級 220,000

　　－

294,096

平均年齢（歳）

188,000

38.3

区　　　分

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

487

936

報
　
酬

　 　－

制度改正に伴う増
減分

487

職
員
手
当

936 制度改正に伴う増
減分

　　 　 　エ　　ウに係る給料、報酬及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円)

区
分

増減額 増減事由別内訳 説　明 備　　考

220,000

区　　　分
南信州広域連合の制度 国の制度

一般行政職 一般行政職

初　　級 188,000

令和６年1月１日現在
平均給料月額（円）

38.5

一般行政職

パートタイム会計年度
任用職員の報酬額改定
に係る増減分

3級

区　分

令和７年
   1月1日現在

構成比
 (%)

4級

9級

5級

（単位：円）

38

297,747

3級

　　 　　　ウ　級別職員数

区　分 1級 2級

6級

一般行政職
主  事

主事見習

区　分

指導主事
主  幹

分署長・係長
専門主査

課長補佐
署長補佐

7級 8級

主　査

一般行政職
次長・課長

署長・専門幹
消 防 長 消 防 長

8級の職務で
広域連合長の
定める職務



　   　  エ　昇給

 　　 （　　）内は再任用職員の支給率

　   カ　定年退職及び早期退職に係る退職手当

    オ　期末手当・勤勉手当

12号給　（人） 4 4

6号給　（人）

号給数別内訳 4号給　（人） 177 177

5号給　（人）

2号給　（人）

3号給　（人） 7 7

1号給　（人） 24 24

212 212

98.2 98.2

217217

（Ｂ）　（人）

国の制度 2.300（1.250） 2.300（1.250） 4.600（2.500）

職務上の段階、職務の
級等による加算措置12月

有

4.600（2.500） 有

2.250（1.175） 左のうち2.05月分は勤勉手当

備　考

左のうち2.10月分は勤勉手当

4.500（2.350）

区　分

支給期別支給率（月分）

6月

本年度 2.300（1.250） 2.300（1.250）

昇給に係る職員数

支給率計

前年度 2.250（1.175）

区　　分

昇給に係る職員数

本年度

比率（Ｂ）／（Ａ）

1号給　（人）

（Ａ）　（人）

その他の
加算措置等

有 左のうち2.10月分は勤勉手当

24.586875 33.27075 47.709 同

国の制度
との異同

差異の内容

24

219

支給率等

定年前早期
退職特例措置
（2%～45%
加算）

47.709

区　分
20年勤続

の者(月数)
25年勤続

の者(月数)
35年勤続

の者(月数)
最高限度
 （月分）

223

（Ｂ）　（人）

2号給　（人）

3号給　（人） 9

24

12号給　（人）

4号給　（人）

5号給　（人）

6号給　（人）

7

代表的な職種

一般行政職

職員数

（％）

179

（Ａ）　（人）

号給数別内訳

合　計

9

219

223

前年度

97.7

179

97.7（％）比率（Ｂ）／（Ａ）

職員数

7



　  キ　特殊勤務手当

 　 ク　その他の手当

通勤手当 同

住居手当 同

代表的な手当の名称 階級別手当、当直勤務手当、特殊業務手当

区　分
国の制度との

異 同
差　 異 　の 　内 　容

扶養手当 同

区　　分 一般行政職

給料総額に対する比率 4.79%

支給対象職員の比率
（令和７年1月1日現在）

99.08%



 



附表２
                          債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の
                          又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 令 和 ７ 年 度 以 降

事                      項

期  間

年度

　高機能消防指令システム運用保守業務委託 206,480 － 0

　多機能型災害対応特殊消防自動車導入事業 51,000 ６ 0

　高森消防署庁舎新築事業施工監理業務委託 13,690 ６ 0

　高森消防署庁舎新築事業 ６ 0723,076

千円 千円

令和６年度末までの

限    度    額 支  出(見  込) 額

金      額



に つ い て の 令 和 ６ 年 度 末 ま で の 支 出 額
の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

期  間

年度

52,920 153,560７～12 206,480

9013,600

50,000 1,000

７ 13,690

7 51,000

７ 723,076 504,300 218,000 776

千円 千円 千円 千円 千円

令和７年度以降の 左      の      財      源      内      訳

支 出 予 定 額 特       定       財       源
一 般 財 源

金      額 国県支出金 地  方  債 そ  の  他



 

附表３           

            地方債の令和５年度末における現在高並びに令和６年度末    

            及び令和７年度末における現在高の見込みに関する調書    

           

  
令和５年度末   

現   在   高 

令和６年度末  

現在高見込額 

令和７年度中増減見込み 
令和７年度末   

現在高見込額 
区        分 令和７年度中  

起債見込額 

令和７年度中   

元金償還見込額   

  千円 千円 千円 千円 千円 

消防防災施設整備事業 126,700 
  

  
355,700 

  

  
1,731,800 

  

  
15,775 

  

  
2,071,725 

  

  

合          計 126,700   355,700   1,731,800   15,775   2,071,725   

 



附表４   

 

令和７年度市町村別負担金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市町村名 （千円）  

 飯  田  市 858,440  

 松  川  町 172,902   

 高 森 町 169,551   

 阿  南  町 99,615   

 阿 智 村 128,759   

 平  谷  村 14,518  

 根  羽  村 25,526  

 下  條  村 77,507  

 売  木  村 15,828  

 天  龍  村 34,317  

 泰  阜  村 38,860  

 喬 木 村 105,556        

 豊 丘 村 110,670    

 大 鹿 村 37,951     

 
交付税分を含まない負担金計 1,890,000  

    

 

13 メートルブーム付消防車購入事

業交付税分 8,800      

 

令和４年新型コロナウイルス等感

染症対策事業交付税分 1,343   

 

令和５年新型コロナウイルス等感

染症対策事業交付税分 68   

 

高森消防署庁舎新築工事実施設計

(地質調査を含む）事業交付税分 1,148  

 
資機材搬送車購入事業交付税分 80  

 

小型救助車用車庫設置事業交付税

分 21  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

共同消防指令センター実施設計

業務委託事業交付税分 38  

 

高森消防署庁舎新築工事 (施工

監理を含む）事業交付税分 513  

 

高度救命処置用資機材購入事業

交付税分 41  

 
交付税分を含めた負担金総計 1,902,052   

    

 

構成市町村負担金の割合は、前年度の地方交付税における消防費の

基準財政需要額に応じて連合長が定める。 
 

   



 

 

令和７年度 

 

南信州広域連合 

稲葉クリーンセンター特別会計予算書 



 



議案第 11号 

 

令和７年度南信州広域連合稲葉クリーンセンター特別会計予算（案） 

 

令和７年度南信州広域連合の稲葉クリーンセンター特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 199,500千円と定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。 

 

令和７年２月 12日提出 

 

南信州広域連合 

広域連合長  佐 藤  健 

 







 



 

 

令和７年度 

 

南信州広域連合 

稲葉クリーンセンター特別会計予算説明書 

 



 











附表

電気事業債 180,468 157,909 22,559 135,350

180,468 157,909 22,559 135,350合　　　　計

千円 千円 千円 千円 千円

  地方債の令和５年度末における現在高並びに令和６年度末

及び令和７年度末における現在高の見込みに関する調書

区        分
令和５年度末
現    在    高

令和６年度末
現在高見込額

令和７年度中増減見込み
令和７年度末
現在高見込額令和７年度中

起債見込額
令和７年度中

元金償還見込額


